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研究要旨 小児慢性特定疾病医療費助成申請窓口でもある全国保健所を対象とした１次調査の結

果を踏まえ、取組が進んでいる保健所を対象として２次調査を実施し、好事例集を作成した。各

保健所は、小慢医療費助成申請の機会等を活用し、地域支援を必要としている小慢児童を把握

し、関係機関と連携のもとに支援を「つなぐ」役割を果たしていた。今後、成果物を周知・共有

し、各地域において保健所と関係機関が連携した小慢自立支援事業の充実の発展につながること

が期待される。 

全国保健所（469箇所）対象のアンケート調査（平成 30年度）とヒヤリング調査を含めた２次調

査を分析し（令和元年度）、保健所における小児慢性特定疾病児童等相談支援等好事例集 2020を

作成した。すべての自立支援事業実施主体に配布し（別添資料２）、全国において支援体制が広が

ることが期待される。 
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Ａ．研究目的 

平成 27年１月の改正児童福祉法施行により、

小児慢性特定疾病児童等自立支援事業（以下、

小慢自立支援事業）が法定化され、都道府県、

政令市、中核市における相談支援が必須事業と

して位置づけられたが、その取組には地域格差

が指摘されており、事業実施の普及と均てん化

が求められている。 

地域における小慢自立支援事業の現状と課

題を明らかにすることを目的として、平成 30

年度に小児慢性特定疾病医療費助成申請窓口

でもある全国保健所を対象とした自記式質問

紙調査による実態調査の結果、その取組には地

域格差があることが明らかとなった（平成 30

年度分担研究報告）。 

 様々な課題があるが、小慢自立支援事業にお

ける保健所の果たす役割は９割が「ある」と回

答しており、今後、必要とされている手引きや

好事例等を本研究班が提示することにより、地

域において保健所と関係機関が連携した小慢

自立支援事業の充実・発展につながることが示
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唆され、保健所の実践的取組の好事例に関して、

２次調査を実施した。 

 

Ｂ．調査方法 

令和２年度 

全国保健所（469箇所）対象のアンケート調

査（平成 30年度）とヒヤリング調査を含めた

２次調査を分析し（令和元年度）、好事例集を

編集する。 

 

 

Ｃ．調査結果 

「保健所における小児慢性特定疾病児童等

相談支援等好事例集 2020」（別添資料２）を作

成した。 

すべての自立支援事業実施主体に配布した。 

 

Ｄ．考 察 

 都道府県型保健所の強みとして、都道府県内

複数の保健所が連携した取組や、都道府県担当

課が各保健所の取組を共有・協議する役割を果

たし、地域での支援を推進する組織的体制整備

の実践がみられた。 

 また、中核市は、母子保健事業とのワンスト

ップで実践できる中核市ならではのフットワ

ークの良さを活かした事業展開がみられた。 

保健所が、小慢医療費助成申請の機会等を活

用し、地域支援を必要としている小慢児童を把

握し、関係機関と連携のもとに支援を「つなぐ」

役割を果たすことにより、今後、地域における

小慢自立支援事業の充実が期待される。 

作成した「保健所における小児慢性特定疾病

児童等相談支援等好事例集 2020」を、すべて

の自立支援事業実施主体に配布し活用される

ことにより、全国において支援体制が広がるこ

とが期待される。 

 

Ｅ．結 論 

１次調査の結果を踏まえ、取組が進んでいる

保健所を対象として２次調査を実施し、保健所

の好事例集を作成し、「保健所における小児慢

性特定疾病児童等相談支援等好事例集 2020」

として編集した。 

今後、成果物を周知・共有し、各地域におい

て保健所と関係機関が連携した小慢自立支援

事業の充実・発展につなげていきたい。 
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